「科学技術動向」3・4月号 by 科学技術動向研究センター & 科学技術動向研究センター


























































































































































































㻔㼎㻺 㻔㻓㼎㻺 㻔㻓㻓㼎㻺 㻔㻰㻺 㻔㻓㻰㻺 㻔㻓㻓㻰㻺 㻔㻪㻺






















































































7科 学 技 術 動 向　2014年 3・4月号（143号）
再生可能エネルギー利用拡大のためのエネルギーストレージの研究開発動向
　DOE では 2009 年よりエネルギーイノベーショ
ン・ハブを運営し、大学と企業が連携し、基礎から
実用化に至る一連の研究を行っている。この中で、


















2012 年には既に 20% に達している。電力安定化の
ためのエネルギーストレージ法が 2010 年に成立、
2013 年 10 月には 2020 年までに 1.3 GW の電力貯蔵
設備を導入することを電力会社に義務付けている。
　米国の調査会社によると、今後 10 年間に全世界
で 1300 GW の再生可能エネルギーによる電力が系
統に接続され、その変動の吸収のために 2023 年ま






数は 725 件で、内水力利用が 45% と最も多く、続い
て、米国、欧州、日本などの先進国を中心に、蓄電
池に関するプロジェクトが 36%（258 件）となって
いる。国別では、米国 247 件、欧州 244 件（スペイ
ン 51 件、ドイツ 40 件、イタリア 29 件他）、中国 73
件、日本 60 件である。蓄電池では、リチウムイオン
電池が最も多く 74 件で、レドックスフロー電池 19
件、NAS 電池 17 件となっている。










来変電所にレドックスフロー電池（出力 15 MW/ 容
量 60 MWh）を、東北電力西仙台変電所にリチウム






8 地域で、2014 年度から 4 年間で実施する9）。
　欧州議会は 2013 年 11 月に採択した科学技術
イノベーション推進のための新たな基本計画
「HORIZON 2020」のワークプログラム 2014-15 にお
いて、「Providing the energy system with ﬂ exibility 

































































　ドイツ連邦政府が 2013 年 8 月に発表した「エネル
ギー研究報告書」によると、研究イニシアティブ /
エネルギーストレージの研究提案は 394 件あり、水






























9科 学 技 術 動 向　2014年 3・4月号（143号）
再生可能エネルギー利用拡大のためのエネルギーストレージの研究開発動向
　公立の小中学校における太陽光発電などの再生
可能エネルギー設備の設置率は、2013 年 4 月現在
18% で、太陽光発電のうち停電時に利用可能な設
備は 25%、さらに蓄電池を持つ設備はわずか 2% に




2011 年 9 月、事業所に設置された電力貯蔵用 NAS
電池（200 kWh）において、鎮火に約 2 週間を要す
る火災事故が発生した。メーカーは原因究明を行






2013 年 9 月に販売を再開している（図表 4）2、24）。






































































































































11科 学 技 術 動 向　2014年 3・4月号（143号）
再生可能エネルギー利用拡大のためのエネルギーストレージの研究開発動向
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2）　玉越富夫、「最近の NAS 電池の状況」、第 29 回電力貯蔵技術研究会、2013 年 12 月
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9）　環境省 HP; http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=16516
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　　property=pdf,bereich=bmwi2012,sprache=de,rwb=true.pdf
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28） 米 国 第 三 者 安 全 科 学 機 関 UL;http;//www.ul.com/japan/jpn/pages/newsroom/newsitem.jsp?cpath=/japan/jpn/
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るが、往々にして「To err is Human：人は誰でも







































任【Management Responsibility】、 ③ 資 源 の 運
用 活 用【Resource Management】、 ④ 製 品 実 現
【Product Realization】、および⑤監視・測定・分
析・改善【Monitoring, Measurement, Analysis, and 
Improvement】である。
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【Improving the patient care （including quality and 
satisfaction）】、②地域社会の健康の改善【Improving 
the health of populations】、並びに③国家財源に占
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ような動きもある。例えば、2009 年 2 月に成立し
た米国再生・再投資法の中の「経済的および臨床的
健全性のための医療情報技術に関する法律（Health 














検査が、米国食品医薬品局（U.S. Food and Drug 
Administration：FDA）により多数承認されてい
る。2013 年 9 月には、Theranos 社が、米国最大手
薬局チェーンWalgreen の店舗で、1滴の血液から
数時間で結果を得られる、臨床検査施設改善修正法
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はClayton M. Christensen の文脈での意味）。
　コンペは 2012 年に開始され、約 3 年半かけて行
われる。2013 年 8月に登録を締め切り、2014 年 4－




される（賞金は、1位 700 万ドル、2位 200 万ドル、
3位 100 万ドル）。全ての構成要素を含めて 5ポン
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を開始した人たちに役立ちうる。同社は 2013 年 11
月現在、ベンチャーキャピタルや ITビジネスでの
成功者のファンド等から 1,470 万ドルを調達し、他













































「チャレンジ 1」は、2013 年 7 月に予選審査、同年
10 月に決勝審査が行われた。2回目の「チャレンジ





金は、大賞 52 万 5 千ドル、優秀賞各 12 万ドル）。
2‒3‒2　「チャレンジ 1」の優勝チームと日
本の決勝進出チーム
　「チャレンジ 1」では、予選審査により 8 ヵ国






































































































































































































































マンスを向上させ、医療安全を推進するためのフレームワーク ‘teamSTEPPS’ における ‘SBAR（Situation, 
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た場合には、約 50 cm の分解能しか得られない。
















　図表 6は、2013 年に行われたワシントンD.C. の
アーリントンメモリアルブリッジの検査風景であ
る19）。米国交通省は、ワシントンD.C. を含む東海



















カⓇ」は、地中 1.5 m 程度までの直径 5 cmの埋設



















路面下空洞調査にも使用されており、2013 年 3 月
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　　08_06.05.2013_FHWA_HG.pdf
19）（米）Rutgers 大学工学部ホームページ：http://www.ece.rutgers.edu/node/1135
20）Bridge Inspector’s Reference Manual（米国交通省連邦ハイウェイ局発行　2012 年 2 月）p.15.2.6
　　http://www.fhwa.dot.gov/bridge/nbis/pubs/nhi12049.pdf
21） カリフォルニア州交通局（California Department of Transport）ホームページ：
　　http://www.dot.ca.gov/hq/research/maintenance/hermes.htm
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45科 学 技 術 動 向　2014年 3・4月号（143号）
オランダの地球観測活動の方向性―精密農業を支える地球観測画像への先行投資と海外ビジネスの展開―
　宇宙予算は経済省、教育文化科学省、国防省に
よって拠出され、2014 年度の ESA 拠出金は 1億













































ICRはオランダ宇宙局（Netherlands space Oﬃ  ce：
NSO）2）とオランダ宇宙研究機関（Netherlands 
Institute of Space Research：SRON）を諮問機関
としており、ESA 理事会や各プログラム委員会等
















































究所など）、NPO 4 団体、企業 98 社、2つの水利組
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「衛星データポータル」の概要2-5








肉（同 4位）、チーズ（同 3位）、ビール（同 2位）、



























































































































































度しかない約 400 万 ha の狭い国土で、半分の約
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12）Controlling Farmers’Water Rights in Idaho, USA
　　http://www.waterwatch.nl/projects/north-america.html
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